
１．継続組織の前提に関する注記

継続組織の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況はない

２．重要な会計方針

当法人は、平成24年度から「公益法人会計基準」(平成20年4月11日、改正平成21年10月16日　内閣府公益

認定等委員会)を採用している。

　（1）  有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

　（2）　棚卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品…個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

　（3）　固定資産の減価償却の方法

什器備品　・・・・・・・　定率法により行っている。

　（4）　引当金の計上基準

退職給付引当金　・・　期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

　（5）　 リース取引の処理方法

通常の賃貸取引に関わる方法に準じた会計処理によっている。

　（6）　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっている。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

特定資産

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

基本財産

特定資産

小　　計 6,112,480 0 900,000 5,212,480

合　　計 23,685,563 0 18,473,083 5,212,480

退職給付引当資産 5,212,480 0 0 5,212,480

九州ﾌﾞﾛｯｸ研修会準備資金 900,000 0 900,000 0

小　　計 17,573,083 0 17,573,083 0

定期預金 17,573,083 0 17,573,083 0

合　　計 23,202,188 483,375 0 23,685,563

科　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額）

（うち負債に対応

する額）

九州ﾌﾞﾛｯｸ研修会準備資金 850,006 49,994 0 900,000

小　　計 5,629,456 483,024 0 6,112,480

退職給付引当資産 4,779,450 433,030 0 5,212,480

定期預金 17,572,732 351 0 17,573,083

小　　計 17,572,732 351 0 17,573,083

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

（単位：円）

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
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５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

合      計 0 30,642 30,642

　配分助成金 共同募金 1,200 1,200

助成金

　魅力ある老人クラブ補助金 県 1,130 1,130

　高齢者ﾈｯﾄﾜｰｸ推進補助金 県 6,214 6,214

　高齢者ｽﾎﾟ･ﾚｸ活動補助金 県 4,522 4,522

　県老連助成事業費補助金 県 9,923 9,923

　高齢者相互支援事業補助金 国・県 1,551 1,551

（単位：千円）

補助金等の名称 交付者
前期末

残高

当期

増加額

当期

減少額

　活動推進員設置補助金 国・県 6,102 6,102

当期末

残高

貸借対照表上

の記載区分

補助金

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 528,538 528,536 2
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